
太陽光発電の導入状況と今後の課題
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本日のお話：

１．太陽光発電協会（JPEA）の紹介

２．太陽光発電の普及状況

３．これからの太陽光発電について
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１．太陽光発電協会（JPEA）の紹介



太陽光発電協会（JPEA）の概要

一般社団法人太陽光発電協会（JPEA；Japan Photovoltaic Energy Association）

■代表理事 ：菅原 公一（株式会社カネカ 代表取締役会長）

■ 協会の理念・目的
太陽光発電の健全な普及と産業の発展によって、持続可能な国の主力電源として
の役割を果たすことで、我が国経済の繁栄と、国民生活の向上に寄与し、もって
会員の共通の利益を図る

■ 主な活動
・太陽光発電の普及に向けた提言、関係機関への意見具申
・出荷統計の取り纏め・発信
・販売・施工の品質改善：販売規準の作成、施工技術者認定制度の運用 等
・標準化・規格化：保守点検ガイドライン等
・啓発活動：展示会、シンポジウム等

■会員数 137社・団体 (2019年7月現在）
・販売・施工（含むゼネコン、住宅メーカー等）：50社（36％）
・周辺機器・部品・素材メーカー ：35社（26％）
・太陽電池セル・モジュールメーカー ：20社（15％）
・発電事業者（電力・エネルギー） ：20社（15％）
・機関・団体 ： 2社 ( 1%)
・その他 ：10社 ( 7％）
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太陽光発電協会のホームページのご紹介

URL： http://www.jpea.gr.jp/



企画立案 設計 施工 設備運用・管理
設備撤去・

廃棄

■太陽光発電協会は、ライフサイクルにおける安全・安心、法令遵守、地域との
共生、並びに長期安定稼働を推進するために、自主ガイドランの策定・公開の他、
セミナーや研修の実施、技術者資格制度の運営等を行っている。

JPEAの取り組み：安全・安心、地域との共生を目指して

➀太陽光発電事業の評価ガイド(2018.6.29公開）

②地上設置型太陽光発電システム
の設計ガイドライン

③太陽光発電システムの基礎・架台の
設計・施工のチェックリストと留意点

④太陽光発電保守
点検ガイドライン（JEMA/JPEA)

⑥ 環境配慮設計
アセスメントガイドライン

⑧ 表示ガイドライン

⑦ 被災時の取扱い上の留意点
点検・復旧・撤去の手順・留意点

⑨ 太陽光発電システムの
設計と施工（改訂５版）

⑩ ＰＶマスター保守点検
技術者研修・育成・認定

⑤適正処理に資する情
報提供ガイドライン



➀「太陽光発電事業の評価ガイド」 JPEA(2018年6月初版制定）

公開：2018.6.29. http://www.jpea.gr.jp/pdf/hyouka_gaiyou.pdf
簡易チェックシート：8.10. http://www.jpea.gr.jp/pdf/t180810.pdf

②「太陽光発電システムの設計ガイドライン2017」
（NEDO /JPEA、奥地建産）地上設置の太陽光発電の導入の設計ガイドライン、
電気技術基準にも連動し安心・安全確保公開：2018.6.18.
http://www.jpea.gr.jp/topics/guideline.html

③「一般用電気工作物の太陽光発電システムの基礎・架台の設計・
施工のチェックリストと留意点」

10ｋW以上のシステムについての基礎・架台の設計・施工のチェックリスト
公開： 2015 .5.19
http://www.jpea.gr.jp/pdf/150529_JPEA_checklist.pdf

④「太陽光発電システム保守点検ガイドライン（JPEA/JEMA)」
FIT 事業認定ガイドラインで推奨している保守点検ガイドラインで長期運転のメンテに
不可欠
公開： 2016.12.28. http://www.jpea.gr.jp/pdf/t161228.pdf

⑤「太陽電池モジュールの環境配慮設計アセスメントガイドライン」
公開：2016.10.19 http://www.jpea.gr.jp/pdf/t161019.pdf

自主ガイドライン・手引きの例（１）

http://www.jpea.gr.jp/pdf/hyouka_gaiyou.pdf
http://www.jpea.gr.jp/pdf/t180810.pdf
http://www.jpea.gr.jp/topics/guideline.html
http://www.jpea.gr.jp/pdf/150529_JPEA_checklist.pdf
http://www.jpea.gr.jp/pdf/t161228.pdf
http://www.jpea.gr.jp/pdf/t161019.pdf


⑥「適正処理に関する情報提供ガイドライン」
太陽電池モジュールの、適正処理についての情報提供
公開：2017.12.11 http://www.jpea.gr.jp/topics/171211.html

⑦「被災時の取り扱い上の留意点、点検・復旧・撤去の手順・留意点」
公開：2018.7.10. http://www.jpea.gr.jp/topics/180710.html

⑧「表示ガイドライン」（ユーザーにわかりやすい標記、標準的標記の指針）
公開：2017.8.1.
http://www.jpea.gr.jp/document/handout/index.html

⑨「太陽光発電システムの設計と施工（改訂5版）」
JPEAが、編集監修をおこなって、オーム社からの出版書籍

⑩「PVマスター保守点検技術者・施工技術者認定試験」
（研修・技術者育成、技術試験認定）

太陽光発電特有の直流技術を中心にした、保守点検技術の習得と、試験による
技術者認定（JPEAの自主認定）

自主ガイドライン・手引きの例（２）

http://www.jpea.gr.jp/topics/171211.html
http://www.jpea.gr.jp/topics/180710.html
http://www.jpea.gr.jp/document/handout/index.html


（１）改正FITにおける事業計画策定ガイドライン
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資料：新エネルギー小委員会資料より
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http://www.jpea.gr.jp/pdf/t161228.pdf

JEMA/JPEA
太陽光発電システム保守点検
ガイドラインを制定

住宅用、産業用共通の保守点検
ガイドラインとして、

http://www.jpea.gr.jp/pdf/t161228.pdf
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本ガイドラインは，国際規格との整合を考慮し，IEC*1国際規格である

“IEC62446-1*2”および現在制定検討中の”IEC 62446-2*3”を参考に，

国内ですでに発行されている保守点検に関する既存ガイドラインの内容

を精査・追加し，“国際規格＋日本独自案”の形で作成した。

将来は， IEC 62446-2が正式発行された段階で，ＪＩＳ規格として制定す

ることを視野に入れている。

*1：国際電気標準会議(International Electrotechnical Commission，IEC）
*2：IEC 62446-1: Photovoltaic (PV) systems - Requirements for testing, documentation and 

maintenance - Part 1: Grid connected systems - Documentation, commissioning tests and 

inspection（IS）
*3： IEC 62446-2:Photovoltaic (PV) systems – Requirements for testing，documentation and 

maintenance - Part 2: Grid connected systems – Maintenance of PV systems（現在CD
“Committee Draft：委員会原案”の段階）

IEC 62446-1

(翻訳)

IEC 62446-2

(翻訳)

JEM-TR 228 (2003年制定/2012年改正）
小出力太陽光発電システムの保守・点検ガイドライン

JPEA (2012年制定/2016年改訂）
太陽光発電システム保守・点検ガイドライン【住宅用】

JPEA (2014年制定）
太陽光発電システム保守点検ガイドライン 【10ｋＷ以上の
一般用電気工作物】

架台・基礎などの文書・ガイドライン

etc…

～国際規格との整合～

（２）保守点検ガイドライン制定の趣旨



（３）ガイドラインの構成

本ガイドラインは、以下のように、本文（1.～13.）、附属書（Ａ～Ｅ）、
解説（1.～6）にて構成される。

１.  適用範囲と目的

2.  引用規格

3.  用語及び定義

4.  システム文書要件*1

5.  検証（点検） *2

6.  試験手順–カテゴリ1 *2

7.  試験手順–カテゴリ2 *2

8.  試験手順–追加試験*2

9.  点検報告書

10.保守・定期点検の進め方

11.点検作業

12.トラブルシューティングと修理

13.追加手順

附属書A (規定) 電気安全上の考慮点

附属書B (参考) 定期点検要領の例

附属書C (参考) 太陽光発電システム運用

附属書D (規定) 点検要件と方法

附属書E (参考) I-V曲線形状の解釈

【解説】

1. 制定の趣旨

2. IEC規格の制定の趣旨

3. 適用範囲の考え方

4. 国内法の順守

5. 参考情報 I

6. 参考情報 II

*1： IEC 62446-1の4章の内容を転載
*2： IEC 62446-1の5章から8章の内容を附属書Ｄに転載し参照

注：

本ガイドラインは規格の形式となっており，保守点検を実施する専門家を対象とした記載としている。研修，啓蒙など
に本ガイドラインを利用する場合には，必要に応じ，本文書を元に利便性の高い手順書などを作成されるとよい。
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■JPEAでは、太陽光発電システムの基礎から設計・施工までを扱ったバイブルともいわれる「設計
と施工」オーム社の第５版を、2015年9月に改訂いたしました。太陽光発電基礎的な知識から関連の
法制度の解説、紹介まで、太陽光発電システムの設計、施工に欠かせない知識や方法について詳
しくわかりやすく解説しています。（第1版の発行は平成8年です）

太陽光発電システムの「設計と施工」第5版

http://www.jpea.gr.jp/profile/books/index.html

http://www.jpea.gr.jp/profile/books/index.html


講習会での講義状況

技術者資格制度の運営事例



ＪＰＥＡの取組 (消費者保護観点）
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JPEAホームページに
掲載
URL:http://www.jpea.gr.jp/
pdf/start_leaflet.pdf
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２．太陽光発電の普及状況



国別年間導入量 MW 世界年間導入量 MW

太陽光発電の国別導入量の推移
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中国
176.1GW
（35.2%）

太陽光発電の国別導入量 （2018年末時点 累計値）

アメリカ
62.2GW
（12.4%）

日本
56.0GW
（11.2%）

ドイツ
45.4GW
（9.1%）

イタリア
20.1GW （4.0%）

オーストラリア
11.3GW （2.3%）

イギリス
13.0GW （2.6%）

その他
66.1GW
（13.2%）

2018年暦年導入量
（累計）

計： 500.0GW

韓国
7.9GW （1.6%）

フランス
9.0GW （1.8%）

出典： Report IEA-PVPS T1-35：2019   SNAPSHOT 2019

インド
32.9GW （6.6%）
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出典 ： METI HP 「なっとく再生可能エネルギー」設備導入状況資料

容量別設備導入容量の推移（年度別）
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容量別買取電力量の推移（年度別）
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1996～2005年度 ： 財団法人 新ｴﾈﾙｷﾞｰ財団 （NEF） の補助金交付実績より

2006～2008年度 ： 一般社団法人 新ｴﾈﾙｷﾞｰ導入促進協議会 （NEPC） による調査より

2008～2011年度 ： 太陽光発電普及拡大ｾﾝﾀｰ （J-PEC） での補助金交付決定件数より JPEA集計

2012～2018年度 ： 経済産業省（METI） HP 「なっとく再生可能エネルギー」 設備導入状況資料より

2020年3月末迄に
FIT卒業91.4%

住宅総数

28,598,700 戸

8.6%

PV導入件数

2,461,262 件

住宅用太陽光発電搭載率

（PV導入件数／戸建住宅総数）

住宅総数：「住宅・土地統計調査」より、
2013年の戸建住宅総数

導入件数（累積）

導入件数（単年度）

件数（単年度）

（2018.12
末時点）
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３．これからの太陽光発電について



第14回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料より



第14回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料より



第14回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料より



第14回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料より



第14回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料より



国内住宅用市場の現状と課題

・目標は日本の全ての屋根に太陽光発電を
➢ 現状は8.5％でまだまだこれから

・2019年問題（FIT卒業）
➢ ConsumerからSmart Prosumerへ
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２００GW 

自家消費分
自家消費分

FIT買取対象

FIT買取対象

FIT買取終了後の長期稼働の重要性：いつかは、みんなFITを卒業する



第10回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料より



第10回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料より



第10回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料より



第10回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料より
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固定価格買取期間終了に関する政府の広報

資源エネルギー庁ホームページ 「どうする？ソーラー」より）
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固定価格買取期間終了に関する政府の広報

資源エネルギー庁ホームページ 「どうする？ソーラー」より）



第14回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料より



国内非住宅用市場の現状と課題

・コスト競争力の向上
➢ 主力電源化へ

・系統問題の克服
➢ 太陽光発電を含む再生可能エネルギーのコスト効

率的な活用に向けて



自立した主力電源になるための課題

自立した電源として目指すべき競争力のレベルは：

１）住宅用：家庭用電気料金と同等（ソケット・パリティー）

２）非住宅：
・自家消費用：業務用・産業用電気料金と同等
・発電事業用：火力発電・卸電力価格と同等（グリッド・パリティー）

コスト競争力の向上

再エネの大量導入には系統制約の解消が不可欠。現在、官民一体となり系統制
約の克服に向けた取り組みが進められている。

１）送電線の空き容量問題への対応：日本版コネクト＆マネージ等の導入

２）需給バランスを保つための出力制御リスクの最小化：地域間連系線の最大活用等

系統制約の克服

38



コスト競争力の向上
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第14回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会資料より



太陽光発電：初期費用の国際比較 2016年 発電事業用
IRENA（国際再生可能エネルギー機関）

太陽電池パネル

その他設備費（系統接続、
ケーブル、架台、監視機
器等）

工事費（土木・設置工事
電気工事等）

ソフトコスト
（許認可手続き、設計費

FIT認定取得手続き、
販売管理費・マージン
資金調達費等）

ドイツ

日本

ドイツとの比較
（2016年）

約1.2倍

約1.9倍

初期費用全体で
約1.9倍

コスト競争力の向上（１）初期費用の低減が肝要

出典:lRENA Renewable Cost Database. 

燃料費が不要な太陽光発電においては、初期費用が総コストの大半を占めている。
■初期費用全体ではドイツと比較して約1.9倍。太陽電池パネルは約1.2倍（費用全体の3割弱）。
■課題は、工事費（約3.7倍）、ソフトコスト（約3.1倍）、その他設備費（約1.9倍）の低減

米国

中国

約3.7倍

約3.1倍

パワーコンディショナー

約1.3倍
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コスト競争力の向上（２） 初期費用の低減に向けた取り組み

産業界・事業者の役割 行政＜制度＞の役割

競争の促進

市場規模の
維持・拡大

技術革新
（太陽電池パネル、

パワコン等）

事業モデルの
イノベーション

期待効果＊ A,B,C

・変換効率向上：A、B
・軽量化：A
・長寿命化：B、C
・スマート化： B、C

＊期待効果の区分：A-初期費用の低減、B-発電量の増大、C-維持管理費の低減

メーカーによる人材育成、資金
調達、研究開発・製品開発投資
商品化等

・人材育成支援、研究開発支援、
・製品開発・市場導入支援
・税制優遇

コスト低減を促すFIT関連政策（国）
・FIT入札の導入（2MW以上）
・トップランナー水準の買取価格

特にA-初期費用の低減

効果が高い

コスト低減に向けた創意工夫と
自助努力

取り組みの
カテゴリー

・量産効果による設備費・

ソフトコストの低減：A
・ラーニング効果による設

置工事費等の低減：A

・量産効果・スケールメリットの
発揮・実現

・経験を積み重ね工期短縮法や
効率的な工法を会得する。

・系統制約の解消に向けた取り組み
（国、電力会社）

・ゾーニングによる耕作放棄地等の活
用や用地確保の促進策（自治体）

・規制緩和（設計基準、電気主任技術
者の任命等）

建物の屋根や溜池等へ

の設置による用地確保・

設置費の削減：A

事業モデルのイノベーション（新

たな設置場所、設置工法等の開

発）に挑戦

・規制緩和

■太陽光発電のコスト低減に向け、国は、事業者の競争を促す取り組みに着手済み
①FIT入札の導入（２MW以上の太陽光）：入札により買取価格を決定
②将来のコスト低減を見越したトップランナー水準の買取価格設定（10kW以上の太陽光）

■再エネ導入の障害となっている系統制約の解消に向けた取り組みが順次実施される予定



全稼働期間の総コスト（￥）
全稼働期間にける平均発電コスト（￥/kW時）＝

全稼働期間の総発電量（kW時）

総コスト＝初期費用＋維持管理費＋撤去・廃棄費用＋燃料費（太陽光はゼロ）

総発電量＝運転開始から設備廃止までの全稼働期間の発電量

総発電量を最大化するために効果的な対策：

①年間発電量の最大化：

・不具合による発電停止・減少を防ぐ（遠隔監視・適切な維持管理により）

・太陽電池パネルの増設等により設備利用率を上げる

②稼働年数の最大化：適切な設計施工、維持管理等により、

・FIT買取期間（20年）超えて稼働年数を可能な限り伸ばす

＜燃料費がゼロの太陽光発電にとって稼働年数の最大化の効果は特に大きい＞

コスト競争力の向上（３）長期安定稼働による発電量の最大化

発電コストを下げ、コスト競争力を向上させるには、総コストの低減に加え
長期安定稼働による発電量の最大化が肝要。

発電所の稼動期間における平均発電コストは、簡単に整理すると下の式に示す通り。
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■太陽光発電システムの設計と施工
■太陽光発電保守点検ガイドライン
■太陽光発電システムの基礎・架台の設計・施工の
チェックリストと留意点

44

・長期安定稼動のためには、適切な設計・施工、適切な保守点検が必要であるが、これまでは業界
として、発電「設備を中心とした技術的」なマニュアル等を策定し、周知・普及に取り組んできた。

・今後は、発電設備だけでなく、土木･構造、土地･権原関係も含め、発電事業全体を評価」して、
長期安定稼動に対するリスクを洗い出し、発電事業全体の健全化へつなげるための取組が必要
である。

■土木･構造､土地･権原関係も含めた発電事業全体を評価する「太陽光
発電事業の評価ガイド」を公表。

発電設備を中心
とした技術的な
マニュアル

✓ 中古市場の活性化 ⇒長期安定発電に資する適正なメンテナンスを促進

✓ 発電事業の自立的な適正化 ⇒設備全体として、とっておくべき対策が明確になり、結果として
設計・設置工事等のイニシャルコストの低減も

（期待される効果）

長期安定稼働の実現（主力電源化）に向けた取り組み



系統問題の克服
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◼ 系統アクセス・コネクト &マネージにおける、全体最適化を視野に入れた、先着優先ルー
ルの見直しやオークション方式等の可能性の検討

• 既存電源と新規電源のイコールフッティング実現のために

• 競争力の高い新規電源・Non-firm電源導入の妨げにならないように

◼ 託送料金制度の抜本的見直し：

• 分散電源・需要側リソースを最大減活用し普及を後押しする制度とするために

• ストック(kW)ベースの発電側課金（2021年頃に導入）は、調整電源やNon-firm電源、
変動性再エネにとって負担となる可能性があり、次の見直しでは、フロー(kWh)を含めた
2部制の課金制度も選択肢として検討すべきではないか

中長期的視野で今後検討されるべき制度的課題

再エネの大量導入には系統制約の解消と電力NWへの統合が不可欠

１）送電線の空き容量不足への対応：配電網を含む日本版コネクト＆マネージ等の導入

２）出力制御リスクの最小化：地域間連系線・需要側リソースの最大活用、
再エネのオンライン制御化、リアルタイム制御化の推進

３）再エネ自らの調整力と需要側リソースの最大活用により、変動性再エネ大量導入時の
調整力確保をコスト効率的に進めるための環境整備・制度的支援：

・Grid Codeの整備

・市場メカニズムによる全体最適化が実現する需給調整市場等の制度設計

系統制約の克服・電力NWとの統合を実現するための制度的課題
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なぜ、太陽光発電なのか



太陽光に限らず、風力や水力、地熱、バイオマス等の再エネを総動員する必要があるが、
太陽光発電は、日本が再エネ100％に至るまでの先導役となる

太陽エネルギーは国産エネルギー源として賦存量は最多
賦存量の

大きさ

将来、最もコスト競争力のある電源の一つになる可能性が高い
コスト競争力

の向上

国内のどの地域でも導入が可能であり、地域創生にも貢献
地域偏在性が

少ない

長期的な視点ではFIT制度等に由来する国民の負担を上回る大きな便益が
期待できる

長期的な便益

モバイル機器充電用から住宅用、メガソーラーまで
幅広い用途、あらゆる場所で活躍

幅広い用途

なぜ太陽光発電なのか Why Solar PV?



国内導入量2050年200GWを大きく超えて100年先まで
成長を続ける意義は、

①「脱炭素社会の実現」のため
②「エネルギー自給率」の大幅な向上のため
③「持続可能な社会」の実現のため
④ そして以上３つをコスト効率的に推進するためである

これからは「３E+S」に持続可能性を加えた「３E+2S」

200GWを超えて成長する意義・目的 “３E＋２S”
The Reason of Continued Growth of Solar PV beyond 200GW “3E+2S”

Environment
環境への適合

Economic
Efficiency
経済効率性向上

Energy Security
自給率の向上

Sustainability
持続可能性

Safety
安全性

３E ２S



2015年 2030年 2050年

PV導入量・発電量
PV導入量
総発電量
PV発電量
PV発電比率

脱炭素社会の実現
温暖化ガス削減量
2015年度比

自給率の向上
(化石燃料消費削減)

原油換算
エネルギー消費量
に対する発電量

経済効果
温暖化ガス削減
化石燃料削減
FIT買取費用

32GW 

100GW 

200GW 

343億kWh 1,200億kWh 2,450億kWh 

10,183億kWh 10,650億kWh 

13,500億kWh 

/18％

0.22億CO2㌧
0.79億CO2㌧

1.63億CO2㌧
1.7%

6.0%

12.3%

8百万kL 
29百万kL 

60百万kL 

1.0%

3.4%

12.0%

0.3兆円
1.0兆円

0.4兆円

1.2兆円
2.6兆円

-1.2兆円
-2.2兆円

0～
数百億円

/11％/3％

太陽光発電を基幹電源に育てる意義と便益 Benefits of Solar PV
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自立した主力電源になるためのチャレンジ

2019年5月30日
一般社団法人 太陽光発電協会

第14回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料抜粋



自立した主力電源になるための5つのチャレンジ

ミッションは、自立した主力電源として、賦課金を上回る便益を国民に供与すること
そのために、出来るだけ早くFITから自立し主力電源の土台を造ること

系統制約
の克服

(調整力確保)

地域との
共生

価値創出
コスト競争
力の向上

FITからの自立

主力電源の土台



◼ 今迄はFITが大量導入を強力に推進

年間導入量 5GW ～ 10GW

◼ こらからはFITの役割が変わる？

• 強力な推進力から補助的、或はセーフティーネット的な役割に

◼ 課題はFIT以外の推進力を制度・ビジネス両面でどう育てるか

FIT

FIT

主力電源化に向けたFITからの自立

JPEAが公開しているPV OUTLOOK 2050においては、温室効果ガス80％
削減を視野に、太陽光発電の国内導入量を2050年までに200GWという目
標を掲げている。そのためには少なくとも年間5GWの導入を維持する必要
がある。（PV OUTKOOK 2050の詳細版は太陽光発電協会のHPでダウンロード可能。）

需給一体型 環境価値 ZEB/ZEH
セクター

カップリング



FITからの自立：時間軸のイメージ

ビジネスモデルの転換（競争力向上＋価値創出）によるFIT依存からの段階的な脱却

１）先ずは自家消費主体の需給一体モデル（On-site 型）：

・商業施設・ビル等（既に電力小売り料金と競合できるレベル）
・工場等の産業施設向け：2021年頃？から段階的に
・ZEBの標準化による普及拡大（2030年頃～）

２）次に、需要家向けCorporate PPA（長期相対取引）モデル（Off-site型）：
・RE100等の先進的な取組を宣言した需要家向け：2023年頃？から段階的に
・温室効果ガス削減等に積極的な需要家向け：2024年頃？から段階的に

３）事業用大型案件（地上設置）のコスト競争力向上＋価値創出による自立化：
・初期費用の低減と稼働年数の長期化（20年→30年→40年）により、発電コスト7円/kWhを達成
・調整力を具備することでの価値（ΔkW）と環境価値（非化石価値）を創出（2025年頃？から）

4）住宅用はZEH標準化等を推進力に、新築住宅の8割以上搭載を目指す（2030年頃）
既築住宅については、第三者保有・初期投資不要モデル等を推進力に普及拡大を図る

導
入
の
推
進
力

FITに代わる推進力を早く育て、FIT依存からの脱却前倒しを目指す
現在 2030年頃

FIT制度のこれから

・補助的・セーフティネット的役割に移行
・電力市場に統合するための準備として、FIP等に

移行する施策（住宅用を除き）も検討に値するのではないか

FIT制度に代わる推進力：

ビジネスモデルの転換による

「コスト競争力の向上」＋

「価値創出」等

イメージ



FITからの自立とビジネスモデルの転換・制度的支援策

・需給一体型の推進：自家消費型、第3者保有・PPAモデル、ZEB/ZEH
⇒供給側人材育成、需要側啓発＋イニシアチブ推進（省エネ法・温対法）

・

ビジネスモデルの転換 望まれる制度的支援策

需給一体型の推進：
・自家消費主体型（On-site型)
・第3者保有モデル
・Corporate PPAモデル(Off-site型）
・ZEBの推進
・セクターカップリングをベースにした事業
モデルの推進

供給側：
・人材育成・技術開発（高効率化・軽量化等）の支援
需要側：
・省エネ法・温対法上のインセンティブ拡大（ZEB推進）
・需要側イニシアティブ（RE100 等）の推進支援
需給共通：
・託送料金制度の見直し：需給一体型の割引検討
・セクターカップリングの推進支援
・優遇税制等の検討

地域振興・地域課題解決型の推進：
・営農型、荒廃農地や溜池活用等（地域住民

や自治体等の参画を前提としたモデル）

・自治体・省庁の枠を超えた連携・支援策
・規制緩和（荒廃農地等の活用に関連して）
・優遇税制等の検討

事業用地上設置案件の長期安定稼働による
LCOEの低減：
・20年稼動前提から30年～40稼働前提へ

・長期安定稼働電源へのインセンティブ付与
・適切なメンテナンス実施の推進支援、技術者資格制
度等の支援、太陽光発電事業の評価ガイド等の活用促進

環境価値（非化石価値等）の活用
・卒FIT電源、非FIT電源、自家消費電気

・非化石電源の中間目標設定
・自家消費電気の価値を活用する制度の検討

再エネ自ら調整力を具備
・インバランスの低減/需給調整市場での売買

・グリッド・コードの整備
・再エネ調整力の需給調整市場での活用促進

住宅用：
・新築住宅の搭載率8割以上を目指す
・第三者保有モデル・初期投資不要モデルの
普及拡大

・ZEH普及・標準化の推進
・中小工務店の人材育成・啓発活動支援



長期安定稼働を推進するためのチャレンジ

・ガイドライン・技術基準等の準備

（仮称）太陽光発電事業関係者連絡会
体制：業界健全化に取り組んでいただける団体。
事務局：JPEA

業界としの活動項目（課題）

＊適切な保守点検の実施環境整備
＊必要な修理・修繕の実施環境整備
＊再投資活性化

≒小規模設備の集約化

太陽光発電に関係する業界団体等で連絡会趣旨に賛同して参加を表明
して頂いている団体数：12団体＠5/20、その会員数：約1000社？

具体的にどうやって
業界全体の動きとするか

事業リスク認識
（事業評価によるリスク見える化）
発電事業者の責務の自覚
発電事業者の義務の履行
保守業務の明確化（標準化）
評価事業者の養成

491 

6,792 6,042 

9,108 
5,821 

4,029 

15,582 

3,813 

531,628 13,4
79 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

10～50kW未満

～500kW未満

～1MW未満

～2MW未満

2MW以上

累積稼働件数 累積稼働容量（MW)@2018/12

＊制度運用・法執行の厳格化
＊20年以降の借地契約の更新サポート
＊中小規模設備の集約サポート

（低圧事業アグリゲータ事業の予見性）

・発電事業の適正化

流通（市場）

保守点検
修理・修繕設計 施工 運用管理

事業リスク評価

資産管理
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

計画

保守点検GL

設計GL

評価ガイド

ｱｾｯﾄﾒﾈｼﾞﾒﾝﾄGL施工GL

ﾘﾊﾟﾜﾘﾝｸﾞGL

・ガイドライン等の周知・利活用

・長期稼働を支える制度
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自立化に向けた環境整備のための提言

自立化に向けコスト競争力の向上が求められており、そのためには量産効果とラーニング効果
の発揮が不可欠であり、市場規模の維持・拡大が課題となっている。

・市場規模の維持・拡大のために
①系統制約の克服：日本版コネクト＆マネージを含めた対策が順次導入される予定。一方、
系統接続における現行の先着優先ルールは、新規電源にコスト負担が偏るケースが有り
見直しを含む検討が必要ではないか

②ゾーニング等による耕作放棄地等の活用や用地確保の促進策（自治体）
・買取期間終了後の再エネ電気の環境価値が適正に評価され取引される仕組みの整備（非化
石価値取引市場の活用や中間目標の設定。住宅用と共通）

住宅用（10kW未満）

2019年11月以降は順次FITを卒業し自立した電源が出現。自家消費型へのシフトや、EVや
蓄電池等と連携したスマート化による価値創出がより重要となる。

・小売事業者やアグリゲーターが競って買取期間終了後の余剰電力を買い取る競争環境
の整備（例：小売り事業におけるスイッチング支援システム等の導入や啓発活動）

・買取期間終了後の余剰電力の環境価値を生かすことが出来る仕組みの整備（非化石価値取
引市場の活用等）

・自家消費型へのシフトや、EVや蓄電池等と連携したスマート化による価値創出を促す
制度的支援

非住宅（10kW以上）
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主力電源としての導入見通し エネルギー基本計画

コスト競争力の向上により自立した主力電源としての太陽光発での導入量見通しを、
2030年以降についても示すべきではないか

2030年は通過点であり、これから稼働する発電設備も送配電設備も2030年以降も稼働を続けている。
投資判断には、長期的な見通しが必要。また、現行のエネルギー基本計画において、太陽光発電は自
立した電源としては扱われていない。

2016年度実績 2030年 2040年 2050年 2070年

エネルギー基本計画 - 日本 ５％ ７％ － － －

太陽光発電協会＊1） - 日本 ５％ １１％ － 18％ －

IEA WEO ＊2） - 全世界 ２％未満 1４％ 15％ － －

Shell Sky シナリオ＊3） - 全世界 ２％未満 15.4％ 28.0% 36.4％ 53.9％

＊1）太陽光発電協会のPV OUTLOOK 2050より
＊2） IEA WEO：IEAによるWorld Energy Outlook 2017のSustainable Development Scenarioより世界平均を算出
＊3） ShellのSkyシナリオ（世界の平均気温を2度C未満に抑えるためのシナリオ）より世界平均を算出

電源構成に占める太陽光発電の割合



一般社団法人 太陽光発電協会
http://www.jpea.gr.jp/

ご清聴ありがとうございました


